






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































神奈川大学心理・教育研究論集　第 42 号（2017 年 11 月 17 日）
ような教科外教育も，「学校における」という
側面をもっと自覚すべきである。現在では，「教
育」のあらゆる面を「学校教育」に求める社会
的風潮が強いが，では何もかも「学校教育」で
十分に行えるのだろうか。誰もそれを保証でき
ないのに，一般社会も政府も「学校」に何もか
も求めてくる。その際，一番問題なのは「完全
な道徳教育」を「学校」に求めてくるというこ
とである。それは，保護者や一般社会の「逃げ」
であり，自分たちができないから「学校」でよ
ろしく，というのが従来からの無責任な態度だ
ということである。
　筆者らは，「学校で何もかもやれるわけでは
ない。人的・物的・時間的に有限の条件の中で
教育をしているのだから，やれることを限定す
べきだ」と述べてきた。とくに「道徳教育」に
ついては，公教育の中では「公立学校でやれる
こと，学校でこそやらねばならないこと」に限
定すべきだ，と主張してきた。例えば，集団行
動に関すること，公益に関すること，環境問題
などの持続可能性に関すること，さらには中学
校であれば，法教育や市民性の教育などを含め
るようにして，これらの一段次元の高いもの
は，個々の親や保護者に任せるとばらばらにな
るので，学校が一律に行うほうがよい。しかし，
個人的な生き方，大部分のしつけ，思いやり・
愛情などの心情は，個々の家庭や保護者に任せ
るべきものである。
　こういうことを言うと，必ず「でも公私の区
別が難しくてね」と反問される。確かに，どこ
からどこまでが公教育学校で，どこからは家庭
などでの私教育で，というのは一辺に決められ
ない。その家庭・地域や学校の状況が変わった
ら，その線引きを変更するというように，暫定
的に決められるものから始めればよい。これを
しない限り，学校の責任は膨らむばかりであ
り，結果として機能不全に陥るのである。
おわりに
　元来，「道徳教育」は学校だけで終わるもの
ではない。もちろん，家庭だけで完全にできる
ものでもない。そう考えると「学校」に道徳教
育を求める親や保護者は，その他の部分につい
ては自分たちが責任を持つという態度で，学校
側と話し合うべきものである。ところが，「い
じめ問題」「不登校問題」などに関して，保護
者や親は一切無関係であるかのような見方が，
社会一般に，また報道・メディア関係者に根強
く存在する。それをよいことに，政治家がそう
いう世論を利用して「学校たたき」「教員つぶし」
をしたりする。
　今後の「学校における」道徳教育は，はっき
りその限界を社会に告げ，今の教員の勤務条件
では到底無理があるとともに，同時に，子ども
は，「親や保護者」が全てを学校のせいにして，
自分は関係がないかのような態度をとれば，む
しろその姿を見て悲しみ，自分には本当に深い
関心を持ってくれないのか，という思いにとら
われるに違いない。子ども自身が「親や保護者」
に教育を求めている部分があるのである。
　また，「道徳科」が誕生したが，これに何も
かも求めるのではなく，むしろこの教科の役割
は狭く限定させ，その他の学習や評価の場を広
く学校の教育活動全体に求めるべきである。そ
の主な場として，特別活動，教科の授業場面，
放課後の言動などに，もっと注意を向けるべき
である。
　さらに， 重要のこととして，道徳教育は「人
格形成」を意識させ，社会における「信用」や
「誠実さ」，「責任感」や「平等意識」などの，
形成される「学力」の方をどう使うのかという，
「主体」のもつ「人間性」に関わる教育であり，
能力・学力という客体＝道具・手段を何のため
に使うのか，を決める「主体」の形成に関わる
道徳教育の方が，より一層重要なものだという
認識を，一般社会・親・保護者が明確にすべき
である。あらためて，「道徳教育」の重要性を，
─ 17 ─
学校における今後の道徳教育の在り方
しっかり認識して欲しい。
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